
《歳入》
　町税は町民税、固定資産税の収入見込増により、11億 6,447 万8千円（前年度比1.4％増）となっ
ており、自主財源の総額は 29 億 1,072 万 6 千円（構成比 32.3％）を見込んでいます。
　また、地方交付税は 30 億円（前年度比 1.7％増）、国庫支出金は 10 億 8,939 万 3 千円（前
年度比0.7％増）、県支出金は10 億 6,141万4千円（前年度比12.5％増）、町債は4 億 2,510万円（前
年度比 23.8％増）をそれぞれ見込んでいます。

《歳出》
　義務的経費は 35 億 3,849 万 3 千円（構成比 39.3％）となっており、うち人件費は 15 億 3,521万円

（前年度比 3.2％増）、扶助費は障害福祉サービスの増等により、12 億 7,463 万 8 千円（前年度比 4.7
％増）、公債費は 7 億 2,864 万 5 千円（前年度比13.4％増）となっています。
　投資的経費は、農業水路等長寿命化・防災減災事業、加茂地区町営住宅整備事業の増により、13
億 7,941万 7 千円（前年度比 30.3％増）、物件費は、GIGAｽｸｰﾙ情報通信端末備品購入費、電算機器
保守管理委託料の減により、12 億 230 万 4 千円（前年度比 9.1％減）、補助費は、病院会計繰出金事
業、地球温暖化対策補助金の増により、12 億 7,334 万 3 千円（前年度比1.6％増）となっています。

【歳入用語】

●地方交付税：地方公共団体が等しく事務を実施できるよう財源の確保を

　　　　　　　保障するために国が交付するもの

●国庫・県支出金：特定の事業に対する国や県からの負担金や補助金など

●町債：道路の改良や公共施設等を整備するための借入金

●その他（依存財源分）：地方譲与税、交付金など

●町税：町民税、固定資産税、軽自動車税など

●繰入金：町の基金（貯金）の取り崩しなど　　　

●分担金・負担金：保育所負担金、工事負担金など

●使用料・手数料：住宅・施設使用料、窓口手数料など

●その他（自主財源分）：財産収入、諸収入など

【歳出用語】

●人件費 : 職員、議員、各種委員等に支払う給与や報酬

●扶助費 : 高齢者、児童、身体障害者、生活困窮者等の援助に要する経費

●公債費 : 町債（借入金）の元利償還金（返済金）

●普通建設事業費 : 道路、学校、住宅など公共施設等の整備に要する経費

●災害復旧費 : 災害によって被害を受けた道路や農地等を復旧するための経費

●物件費 : 備品の購入、光熱費、委託料、コピー用紙等の消耗品などの経費

●補助費 : 団体や個人に対しての補助金及び高吾北広域事務組合（ゴミ、し尿、消防等）

　　　　  などへの負担金など

●その他 : 他会計（病院、水道など）への繰出金や出資金など

一般会計歳入

　一般会計予算は、総額 90 億 794 万 9 千円、対前年度比 4.3％増、

3 億 6,819 万 1 千円の増額予算となりました。

※割合は合計が 100％になるように端数調整
※割合は合計が 100％になるように端数調整

令和　　 年度　当 初 予 算８

町債

4.3 億円

4.7%

地方交付税

30.0 億円

33.3%

国庫支出金

10.9 億円

12.1%

県支出金

10.6 億円

11.8%

町税

11.6 億円

12.9%

繰入金

11.6 億円

12.9%

分担金・負担金

0.4 億円

0.5%

使用料・手数料

0.8 億円

0.9% 寄附金

4.0 億円

4.4%

その他

0.6 億円

0.7%

その他

5.2 億円

5.8%

地方交付税

29.5 億円

34.2%

国庫支出金

10.8 億円

12.5%

県支出金

9.4 億円

10.9%

町税

11.5 億円

13.3%

繰入金

11.1 億円

12.8%

その他
0.6 億円
0.7%

町債
3.4 億円
4.0%

その他
4.7 億円
5.5%

分担金・負担金  
0.5 億円
0.5%

使用料・手数料
0.9 億円
1.0%

寄附金

4.0 億円

4.6%

その他

16.1 億円

17.9%

補助費

12.7 億円

14.1%

物件費

12.0 億円

13.4%

普通建設事業費

12.9 億円

14.3%

公債費

7.3 億円

8.1%

扶助費

12.8 億円

14.2%

人件費

15.4 億円

17.0%

災害復旧費 0.9 億円 1.0%

86 億 3,975 万 8千円

令和８年度90億 794 万 9千円令和８年度
90億 794 万 9千円

令和７年度

人件費 

14.9 億円

17.２%

扶助費 

12.2 億円

14.1%

公債費

6.4 億円

7.4%

普通建設事業費 9.5 億円 11.1%

物件費

13.2 億円

15.3%

補助費

12.5 億円

14.5%

その他

16.6 億円 

19.2%

義務的経費 39.3% 投資的経費 15.3% その他経費 45.4%

義務的経費 38.7% 投資的経費 12.3% その他経費 49.0%

86 億 3,975 万 8千円令和７年度

一般会計歳出

災害復旧費  1.1 億円 1.2%

依存財源 67.7% 自主財源 32.3%

依存財源 67.1% 自主財源 32.9%

予算編成方針
基本方針
◆第６次佐川町総合計画事業の完遂に向けた着実な実施
◆こども・子育て施策及び人口減少対策の推進
◆防災・減災対策強化の推進
◆地域経済の活性化につながる取組の推進
◆将来を見据えた行財政運営の実現
◆補助制度活用の徹底

令和 8年度当初予算
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　国民健康保険事業などの４つの特別会計、農業集落排水事業・水道事業・病院事業の
３つの企業会計を加えた全会計の純計（重複分を差し引いた）予算規模は144億3,252万
8千円（前年度比0.8％増）となっています。

 9,007,949 8,639,758 368,191 4.3%
 1,566,857 1,617,725  ▲ 50,868 ▲ 3.1%
 65,184 66,058 ▲ 874 ▲ 1.3%
 1,854,647 1,860,637 ▲ 5,990 ▲ 0.3%
 284,222 280,967 3,255 1.2%
 3,770,910 3,825,387 ▲ 54,477 ▲ 1.4%
 50,855 51,845 ▲ 990 ▲ 1.9%
 430,889 452,068 ▲ 21,179 ▲ 4.7%
 2,066,034 2,215,385 ▲ 149,351 ▲ 6.7%
 15,326,637 15,184,443 142,194 0.9%
 894,109 868,961 25,148 2.9%
 14,432,528 14,315,482 117,046 0.8%

会   計   名
一般会計

　   国民健康保険事業
　   学校給食事業
　    介護保険事業

　   後期高齢者医療事業
　  計

　  農業集落排水事業
水道事業
病院事業
総計

重複額（他会計繰出金）
全会計純計

令和８年度 令和７年度 増減 伸率（％）

※財政調整的基金は、「財政調整基金」「施設等整備基金」「ふるさと納税寄附金基金」
　「地域振興基金」の合計。
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こ
こ
数
年
の
大
規
模
な

建
設
事
業
の
財
源
と
し
て

町
債
借
入
を
行
っ
た
こ
と

に
よ
り
、
一
時
的
に
町
債

残
高
と
公
債
費
が
増
額
し

て
い
ま
す
が
、
過
去
の
借

入
の
償
還
が
進
む
こ
と
や

償
還
金
の
一
部
あ
る
い
は

全
額
が
地
方
交
付
税
と
し

て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
も

の
を
活
用
し
て
い
る
た

め
、
町
の
財
政
に
大
き
く

影
響
を
与
え
る
こ
と
は
な

い
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
今
後
も
交
付
税
算
入
の

高
い
も
の
に
限
定
す
る

等
、
適
正
か
つ
健
全
な
財

政
運
営
に
努
め
ま
す
。

　
令
和
３
年
度
以
降
基
金
残
高

が
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は

主
に
年
度
間
の
財
源
不
均
衡
の

調
整
、
災
害
復
旧
、
急
激
な
税

収
減
へ
対
応
し
、
町
財
政
の
健

全
な
運
営
を
行
う
た
め
の
「
財

政
調
整
基
金
」、
産
廃
施
設
の
建

設
に
伴
い
、
佐
川
町
が
高
知
県

と
合
意
し
た
地
域
住
民
の
不
安

解
消
に
向
け
た
事
業
及
び
地
域

振
興
に
寄
与
す
る
事
業
を
円
滑

に
実
施
す
る
た
め
の
「
地
域
振

興
基
金
」、
ま
た
、
公
共
施
設
の

老
朽
化
対
策
等
に
備
え
る
た
め

の
「
施
設
等
整
備
基
金
」
等
に

積
み
立
て
た
こ
と
に
よ
る
も
の

で
す
。

　
今
後
も
事
業
計
画
に
合
わ
せ

て
、
必
要
な
金
額
を
積
み
立
て
、

取
り
崩
し
を
行
い
、
適
正
か
つ

健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
す
。

※H30 ～ R6 は決算額。R7 は決算見込額、R8は当初予算額。
※臨時財政対策債…国の財源不足による地方交付税の減額を補うた
　めに借り入れる町債。

※
平
成
26
年
度
、
令
和
元
年
度
の
消
費

税
増
税
に
伴
い
、
社
会
保
障
に
係
る
費

用
の
財
源
と
し
て
交
付
さ
れ
て
お
り
ま

す
「
地
方
消
費
税
交
付
金
（
社
会
保
障

財
源
化
分
）」
が
充
て
ら
れ
る
事
業
に
つ

き
ま
し
て
は
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
し
て
お
り
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。

特
別
会
計

①
町
債
残
高
と

　
　
　
公
債
費
の
推
移

②
基
金
残
高
の
推
移

財

政

運

営

の
見

通

し

( 億円 )
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令
和
８
年
度
当
初
予
算
　
主
な
取
り
組
み

　～
教
育
～

学
校
教
育
改
善
重
点
推
進
事
業
等
　

１
億
３
４
１
万
２
千
円

　
引
き
続
き
不
登
校
対
策
、
学
力
向
上
に
つ
い
て
重
点
的

に
事
業
を
進
め
、
学
校
教
育
の
改
善
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
令
和
８
年
度
は
、
令
和
７
年
度
に
実
践
し
た
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
に
よ
り
、
更
改
の
対
象
と
な
っ

た
３
校
に
つ
い
て
、
国
が
指
定
す
る
通
信
帯
域
を
確
保

し
、
学
校
環
境
の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

町
立
図
書
館
さ
く
と
管
理
運
営
費
　

５
，４
９
０
万
３
千
円

　
佐
川
町
立
図
書
館
さ
く
と
を
中
心
と
し
た
「
学
び
合

い
」
の
実
現
に
向
け
て
社
会
教
育
施
設
や
集
落
活
動
セ

ン
タ
ー
な
ど
と
の
連
携
を
深
め
ま
す
。
ま
た
、
令
和
８

年
度
は
デ
ジ
タ
ル
環
境
の
整
備
（
ア
ー
カ
イ
ブ
化
）
と

し
て
地
質
館
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
追
加
し
ま
す
。

　～
健
康
・
福
祉
～

こ
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー
事
業
　
１
，８
８
６
万
６
千
円

　
令
和
８
年
度
に
健
康
福
祉
課
内
に
「
こ
ど
も
家
庭
セ

ン
タ
ー
」
を
設
置
し
ま
す
。「
こ
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー
」

を
拠
点
に
、
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
り
、
切
れ

目
無
く
き
め
細
や
か
な
相
談
支
援
等
を
行
い
ま
す
。

あ
っ
た
か
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
事
業

７
，９
７
０
万
７
千
円

　
誰
も
が
気
軽
に
集
い
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
る
地
域
福
祉
の
拠
点
と
し
て
、
５
地
区
の
ニ
ー

ズ
や
課
題
に
応
じ
た
事
業
展
開
を
行
い
、
住
民
同
士
の

支
え
合
い
に
よ
る
地
域
福
祉
活
動
を
推
進
し
ま
す
。

　～
産
業
・
観
光
～

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
対
策
事
業
　
４
，４
８
４
万
円

　
水
稲
栽
培
や
施
設
園
芸
栽
培
、
畜
産
経
営
に
か
か
る
肥
料
や
燃

油
、
飼
料
な
ど
の
価
格
の
高
騰
に
対
し
て
支
援
金
を
支
給
し
、
町

内
農
家
へ
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

歴
史
ま
ち
づ
く
り
整
備
事
業
　
１
，８
０
０
万
円

　
上
町
地
区
の
歴
史
的
景
観
保
全
と
ま
ち
づ
く
り
推
進
の
た
め
、
司

牡
丹
酒
造
株
式
会
社
の
焼
酎
蔵
の
保
存
活
用
を
計
画
し
て
お
り
、
令

和
８
年
度
は
実
施
設
計
に
基
づ
く
耐
震
改
修
工
事
を
行
い
ま
す
。

　～
安
全
・
安
心
～

道
路
施
設
修
繕
・
地
方
道
路
交
付
金
事
業
　
３
億
１
，２
５
０
万
円

（
う
ち
加
茂
地
区
振
興
策
分
　
２
億
２
０
０
万
円
）

　
住
民
の
安
全
安
心
な
生
活
を
守
る
た
め
に
舗
装
等
の
道
路
施
設
の

修
繕
、
国
の
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
を
活
用
し
た
町
道
改
良
工

事
、
橋
梁
等
の
適
正
管
理
・
長
寿
命
化
を
図
る
た
め
の
改
修
工
事
を

実
施
し
ま
す
。

木
造
住
宅
耐
震
化
支
援
事
業
　
９
，２
２
３
万
３
千
円

　
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
備
え
る
た
め
、
所
有
者
が
行
う
耐
震
診
断
や

耐
震
補
強
工
事
等
へ
補
助
を
行
っ
て
お
り
、
利
用
促
進
・
耐
震
化
の

強
化
へ
と
つ
な
げ
て
い
き
ま
す
。

　～
ま
ち
づ
く
り
～

人
口
減
少
対
策
関
連
事
業
　
約
２
億
９
，２
２
２
万
３
千
円

　
子
育
て
世
帯
等
移
住
・
定
住
促
進
事
業
、
新
規
就
農
研
修
生
支
援

等
補
助
金
、
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
、
ふ
る
さ
と
教
育
推
進
事

業
等
を
実
施
し
、「
ま
ち
づ
く
り
」、「
産
業
」、「
健
康
福
祉
」、「
教
育
」

の
各
分
野
で
横
断
的
に
、
様
々
な
子
育
て
支
援
の
充
実
、
移
住
・
定

住
促
進
支
援
の
施
策
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

地
球
温
暖
化
対
策
事
業
　
１
，８
４
５
万
５
千
円

　
地
球
温
暖
化
対
策
の
実
効
性
あ
る
実
施
に
向
け
、
省
エ
ネ
・
環
境

対
策
に
係
る
補
助
金
等
の
創
設
（
継
続
含
む
）、
省
エ
ネ
・
住
宅
断

熱
化
等
の
相
談
窓
口
を
設
置
し
ま
す
。

※画像はイメージです。
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高北国保病院　☎︎０８８９−２２−１１６６

・第２、第4土曜日の午前は内科の外来診察
・外科の当直日の17時15分～18時30分及びその翌日（休日の場合を除く）の7時15分～8時30分は内科または整形外科の医師が当直をします。
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町内の救急告示病院の休日 ･夜間の当直（宿直・日直）診療科のお知らせ

清和病院　☎︎０８８９−２２−０３００
日曜日・祝日 月曜日※ 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日
内科または
外科または
精神科

精　神　科 外　　　科 外　　　科 外　　　科 内科または外科 外科日
宿

高北国保病院 TEL	 0889-22-1166
FAX	 0889-22-2047

高北国保病院

高北病院での支払方法が増えます

当院では、これまで現金のみの支払いでしたが、患者さんの利便性向上のため、2026 年４月か
らクレジットカード決済サービスを導入いたします。ぜひ、ご利用ください。
今後とも、利用しやすい病院の環境づくりに努めてまいります。
　
使用できるブランドは、以下のとおりです。

　VISA　Mastercard　JCB　AMEX　Diners（タッチ決済可能）

上記以外のブランド及び各種交通系 ICカード等の電子マネー決済、コード決済などは現在のと
ころ、ご利用いただけません。また、時間外はご利用いただけません。予めご了承ください。

広告

防災行政無線を
聞き逃したときは

フリーダイヤル  0120 ー 331 ー 259
直近の防災行政無線で放送した内容をきくことができます。


